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本発 明 は、強 アル 力 リ性の腐食環 境下 において も耐食性 を維持 す る ことが で きる、耐食性 お よび耐 ァ
ル カ リ性 に優れ た塗装鋼板 に関す る。本発 明の塗装鋼板 は、鋼板 と、前記鋼板 の表面 に形成 され た化成
処理皮膜 と、前記化成処理 皮膜の表面 に形成 され た プライマ一塗膜 と、前記 プライマ一塗膜の表面 に
成 され た トップ塗膜 とを有 す る。化成処理 皮膜 は、 チ タ ンの フ ッ化 物 また は ジル コニ ウム の フ ッ化 物
と- チ タ ンの酸化物 またはチ タンの水酸化物 と、 ジル コニ ウムの酸化物 また は ジル コニ ウムの水酸化物
とを含 む。 プライマ一塗膜 は、有機樹脂 と、 リン酸マ グネ シウム および リン酸 ジル コニ ウムか らな る群
か ら選択 され る 1 種 類 または 2 種類の化合 物か らなる防鐫顔料 と、硫 酸バ リゥム とを含む。



明 細 書

発明の名称 ：耐食性および耐アルカ リ性に優れた塗装鋼板

技術分野

[0001 ] 本発明は、耐食性および耐アルカ リ性 に優れた塗装鋼板 に関する。

背景技術

[0002] 近年、食品を加熱する際にふ つくら感を与えるため、加熱室内に水蒸気を

供給する電子 レンジが開発されている。 このようなスチーム機能を有する電

子 レンジでは、蒸発皿 を加熱 して蒸発皿内の水を煮沸させることで、水蒸気

を発生させている （例えば、特許文献 1 ~ 3 参照）。蒸発皿の材料 と しては

、セラミック、ステ ン レスやアル ミニウムなどの金属材料、金属材料に塗装

を施 した塗装鋼板などが使用されている。

[0003] 一方、電子 レンジの加熱室内の部材は、煮沸塩水に曝されるため、腐食 に

よる塗膜剥離やフクレが生 じやすいことが知 られている。 このような塗膜剥

離やフクレを抑制することを目的と して、溶融 アル ミニウムめ っき鋼板の表

面に、 フル 才 ロアシッ ド皮膜、耐熱樹脂 に リン酸系防錡顔料を配合 したブラ

イマ一塗膜、耐熱樹脂 にフッ素樹脂粒子を配合 した トップ塗膜 を順次積層 し

た塗装鋼板が提案されている （例えば、特許文献 4 ) 。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 3 _ 3 4 3 8 4 4 号公報

特許文献2 : 特開 2 0 0 5 — 0 5 5 4 2 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 8 _ 1 7 0 1 4 9 号公報

特許文献4 ：特開 2 0 0 5 _ 1 8 6 2 8 7 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] スチーム機能を有する電子 レンジでは、蒸発皿 における金属材料の腐食が

問題 となっている。すなわち、スチーム機能を有する電子 レンジでは、水道



水の補給および煮沸を繰 り返 し行うため、蒸発皿には水道水の水垢 （カルシ

ゥ厶ゃマグネシウムなど）が大量に蓄積する。この水道水の水垢に水が付着

すると強いアルカリ性を示 し、厳 しい腐食環境となるため、金属材料を用い

た蒸発皿および加熱室内の部材の腐食が問題となる。

[0006] 耐食性を向上させる手段の一つとして、蒸発皿に塗装鋼板を適用すること

が考えられる。 しか しながら、塗装鋼板を用いた蒸発皿であっても、強アル

力リ性の腐食環境下では、長時間使用すると塗膜下において金属材料が腐食

して しまい、長期間の使用に耐えられる蒸発皿を提供することはできなかつ

た。

[0007] 本発明は、かかる点に鑑みてなされたものであり、強アルカリ性の腐食環

境下においても耐食性を維持することができる、耐食性および耐ァルカリ性

に優れた塗装鋼板を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[0008] 本発明者は、所定のチタン化合物およびジルコニウム化合物を含む化成処

理皮膜を形成 し、さらにその上に所定のリン酸塩および硫酸バ リゥ厶を含む

ブラィマ一塗膜を形成することで上記課題を解決できることを見出し、さら

に検討を加えて本発明を完成させた。

[0009] すなわち、本発明は、以下の耐熱非粘着塗装鋼板に関する。

[ 1 ] 鋼板と、前記鋼板の表面に形成された化成処理皮膜と、前記化成処

理皮膜の表面に形成されたプライマ一塗膜と、前記プライマ一塗膜の表面に

形成された トップ塗膜とを有する塗装鋼板であって ：前記化成処理皮膜は、

チタンのフッ化物またはジルコニウムのフッ化物と、チタンの酸化物または

チタンの水酸化物と、ジルコニゥ厶の酸化物またはジルコニゥ厶の水酸化物

とを含み ；前記プライマ一塗膜は、有機樹脂と、 リン酸マグネシウムおよび

リン酸ジルコニウムからなる群から選択される 1種類または 2 種類の化合物

からなる顔料A と、硫酸バ リゥ厶からなる顔料 B とを含み ；前記プライマ一

塗膜における前記顔料A の含有量および前記顔料 B の含有量は、それぞれ、

前記有機樹脂 1 0 0 質量部に対 して 2 0 ~ 1 0 0 質量部であり ；前記プライ



マー塗膜 における前記顔料 A および前記顔料 B の合計含有量 は、前記有機樹

月旨1 0 0 質量部 に対 して 4 0 ~ 1 6 0 質量部 であ る、塗装鋼板。

[ 2 ] 前 記化成処理 皮膜 における、前記 チ タ ンの フ ッ化物 および前記 ジル

コニ ゥ厶の フ ッ化物 の合計含有量 に対 す る、前記 チ タ ンの酸化物 および水酸

化物 な らび に前記 ジル コニ ゥ厶の酸化物 および水酸化物 の合計含有量 のモル

比 は、 0 . 2 ~ 3 の範 囲内であ る、 [ 1 ] に記載 の塗装鋼板。

[ 3 ] 前 記化成処理 皮膜 における、前記 チ タ ンの酸化物 および水酸化物 の

合計含有量 に対 す る、前記 ジル コニ ゥ厶の酸化物 および水酸化物 の合計含有

量 のモル比 は、 0 . 4 ~ 2 の範 囲内であ る、 [ 1 ] また は [ 2 ] に記載 の塗装

鋼板。

[ 4 ] 前 記有機樹脂 は、 ポ リエ一テル スル ホ ン樹脂、 ポ リフエニル スル フ

ィ ド樹脂、 ポ リイ ミ ド樹脂 およびポ リア ミ ドイ ミ ド樹脂 か らな る群 か ら選択

され る 1 種類 または 2 種類以上 の樹脂 を含 む、 [ 1 ] ~ [ 3 ] の いずれか に

記載 の塗装鋼板。

発明の効果

[001 0] 本 発 明 によれ ば、耐熱性、耐食性、耐水 （湿）性 および耐 アル カ リ性 に優

れた塗装鋼板 を提供 す る ことがで きる。 したが って、本発 明 によれ ば、強 ァ

ル カ リ性 の腐食環境 下 において も長期 間使 用 され うる塗装鋼板 を提供 す る こ

とがで きる。

図面の簡単な説明

[001 1] [ 図 1] 図 1 A は、 N o . 7 _ 1 の塗装鋼板 の加工部 の写真 であ る。 図 1 B は、

N o . 7 - の塗装鋼板 の加工部 の写真 であ る。

発明を実施するための形態

[001 2 ] 本 発 明の塗装鋼板 は、鋼板 （塗装原板 ） と、前記鋼板 の表面 に形成 された

化成処理 皮膜 と、前記化成処理 皮膜 の表面 に形成 された プライマー塗膜 と、

前記 プライマ一塗膜 の表面 に形成 された トップ塗膜 とを有 す る。 すなわち、

本発 明の塗装鋼板 では、鋼板表面 に、化成処理 皮膜、 プライマー塗膜 および

卜ップ塗膜 が順次積層 されている。



[001 3] 以下、本発明の塗装鋼板 の各構成要素 について説明する。

[0014] [ 塗装原板 ]

塗装原板 となる鋼板 の種類 は、特 に限定 されない。塗装原板 となる鋼板 の

例 には、亜鉛め つき鋼板 （電気 Z n め っき、溶融 Z n め っき）、合金化亜鉛

め っき鋼板 （溶融 Z n め っき後 に合金化処理 した合金化溶融 Z n め っき）、

亜鉛合金め つき鋼板 （溶融 Ζ η —M g め っき、溶融 Z n _ A I _ M g め っき

、溶融 Z n - A I め っき）、溶融 A I め っき鋼板、溶融 A I _ S ί め っき鋼

板、 ス テ ン レス鋼板 な どが含 まれ る。高温環境 における耐食性 を向上 させ る

観点か らは、溶融 A I - S i め っき鋼板 が好 ま しい。

[001 5] また、高温環境 における耐食性 に加 えて、 さ らに加工部耐食性 も要求 され

る場合 は、塗装原板 となる鋼板 と しては、め っき層 を形成 した後 にさ らに焼

鈍 した溶融 A I - S i め っき鋼板 が好 ま しい。 1 8 0 度折 り曲げ加工な どの

曲げ加工 を行 つた部位 では、め っき層 にクラ ックや剥離 な どの欠陥が発生 し

て、下地鋼 が露 出する可能性 がある。 このように下地鋼 が露 出 して しまうと

、 スチーム機能 を有 する電子 レンジまたはオー プン レンジの庫 内な どの厳 し

い腐食環境下では、下地鋼 が露 出 している部位 において赤錡 が発生 して しま

し、、 見栄えが低下するおそれがある。 この よ う に加工部耐食性 が問題 となる

場合 は、め っき層 を形成 した後 にさ らに焼鈍 した溶融 A I - S ί め っき鋼板

を使用すればよい。溶融 A I - S ί め っき層 を形成 した後 にさ らに焼鈍 する

ことで、溶融 A I - S ί め っき層 を軟質化することがで きる。 その結果、溶

融 A I — S i め っき層 は、圧縮、 引 っ張 りを伴 う複合加工 によってもクラ ッ

クの発生や剥離 が生 じず、加工 に追従 した変形 が可能 になる。 したが って、

複合加工 を行 っても、下地鋼 を露 出させ るクラ ックや剥離 な どの欠陥が発生

せず、加工部耐食性 を向上 させ ることがで きる。

[001 6] 溶融 A I - S i め っき層 を焼鈍 するには、め っき層 を形成 した溶融 A I -

5 ί め っき鋼板 を 3 5 0 ~ 5 0 0 °C で 3 0 分 間以上保持すればよい （特 開昭

6 2 _ 5 0 4 5 4 号公報参照）。 この とき、溶融 A I — S ί め っき浴か ら引

き上 げてか ら焼鈍 するまでの冷却速度 を調整 することで、め っき層 と下地鋼



との界面 に形成 され る合金層の膜厚 を薄 くすることがで き、溶融 A I - S i

め っき層の加工性 をよ り向上 させ ることがで きる。具体的には、溶融 A I -

S ί め っき浴 （浴温 6 4 0 °C 以上）か ら引 き上 げ られた鋼板 （鋼帯） を平均

冷却速度 1 0 °C / 秒以上で 4 0 0 °C まで冷却 した後 に、 3 5 0 ~ 5 0 0 °C で

3 0 分 間以上加熱することが好 ま しい （特 開 2 0 0 0 — 2 5 6 8 6 号公報

参照）。

[001 7] [ 化成処理皮膜 ]

化成処理皮膜 は、 1 ) チ タンの フッ化物 またはジル コニ ウムの フッ化物 と

、 ) チ タ ンの酸化物 またはチタンの水酸化物 と、 3 ) ジル コニ ウムの酸化

物 またはジル コニ ウムの水酸化物 とを含む。 これ らのチタン化合物 およびジ

ル コニ ゥ厶化合物 を化成処理皮膜 に含 ませ ることで、環境負荷 を小 さ くしつ

つ優れたバ リァ作用 を付与することがで きる。

[001 8] まず、化成処理皮膜 は、 1 ) チ タンの フッ化物 またはジル コニ ウムの フッ

化物 を含む。 これ らの フッ化物 は、水 に溶解 して フッ素 イオ ンを遊離 させ る

。遊離 した フッ素 イオ ンは、塗膜損傷部 において下地の塗装原板 と反応 して

不溶性 の金属塩 を形成 することによ り、 自己修復性 を付与する。

[001 9] これ らの フッ化物 は、 自己修復性 を付与するため には必要な成分であるが

、水 との接触機会が多い部材では、 フッ化物 の溶 出量が多 くな り、化成処理

皮膜 が多孔質状 になるため、化成処理皮膜 の塗装原板への密着性 が低下 して

しまうおそれがある。特 に、 アル カ リ性 の水溶液 に対 しては、 フッ素 イオ ン

が遊離 しやす く、化成処理皮膜 の塗装原板への密着性 がよ り低下 して しまう

。 また、化成処理皮膜 が多孔質状 になると、皮膜 の耐透水性 および耐 イオ ン

透過性 が低下 して しまうため、塗装鋼板 の耐水 （湿）性 および耐 アル カ リ性

が低下 して しまうおそれ もある。 したが って、過剰量の フッ化物 の存在 は、

化成処理皮膜 の塗装原板への密着性 の低下および耐水 （湿）性 および耐 アル

力 リ性 の低下 に繋 がるため、好 ま しくない。

[0020] また、化成処理皮膜 は、 2 ) チ タンの酸化物 またはチタンの水酸化物 と、

3 ) ジル コニ ウムの酸化物 またはジル コニ ウムの水酸化物 とを含む。 これ ら



の酸 化物 お よび水酸 化物 は、 水 や アル 力 リ性 の水溶 液 にほ とん ど溶 解 せ ず、

塗装 原板 の表 面 に強 固 なバ リア皮膜 を形 成 して、 塗装 鋼 板 の耐食 性 、 耐 水 （

湿 ）性 お よび耐 ァル カ リ性 を向上 させ る こ とが で きる。

[0021 ] 本 発 明者 らの予備 実験 に よれ ば、 化成 処理 皮膜 のみ を形 成 した状 態 で耐食

性 を比較 した と こ ろ、 チ タ ンの酸 化物 は、 ジル コニ ウム の酸 化物 に比 べ て耐

食 性 を よ り向上 させ る こ とが で きた。 同様 に、 チ タ ンの水酸 化物 は、 ジル コ

二 ゥ厶 の水酸 化物 に比 べ て耐食 性 を よ り向上 させ る こ とが で きる。 これ は、

チ タ ンの酸 化物 （水酸 化物 ） は、 化成 処理 皮膜 形 成 時 に無機 高分 子 とな って

、 ジル コニ ウム の酸 化物 （水酸 化物 ） よ りも強 固 なバ リア皮膜 を形 成 す るた

め と推 測 され た。 一方、 化成 処理 皮膜 の上 に プライマ 一塗膜 お よび トップ塗

膜 を形 成 した状 態 で耐食 性 を比較 した と こ ろ、 ジル コニ ウム の酸 化物 は、 チ

タ ンの酸 化物 に比 べ て塗膜 密着 性 お よび耐食 性 を よ り向上 させ る こ とが で き

た。 同様 に、 ジル コニ ウム の水酸 化物 は、 チ タ ンの水酸 化物 に比 べ て塗膜 密

着 性 お よび耐食 性 を よ り向上 させ る こ とが で きる。 これ は、 ジル コニ ウム の

酸 化物 （水酸 化物 ） は、 有機 樹 脂 の架橋 剤 と して作 用 す る こ とに よ り、 塗膜

密着 性 お よび塗膜 緻 密性 を向上 させ るため と推 測 され た。

[0022] した が って、 チ タ ンの酸 化物 また は水酸 化物 と、 ジル コニ ウム の酸 化物 ま

た は水酸 化物 とを併 用 す る こ とで、 バ リア性 、 塗膜 密着 性 お よび塗膜 緻 密性

を向上 させ る こ とが で き、 その結 果 と して耐食 性 、 耐 水 （湿 ）性 お よび耐 ァ

ル カ リ性 を よ り向上 させ る こ とが で きる と考 え られ る。 しか しな が ら、 これ

らの酸 化物 お よび水酸 化物 は、 耐食 性 を付 与 す るため には必 要 な成 分 で あ る

が、 不溶 性 で あ るため、 自己修 復 性 につ いて は ほ とん ど期 待 で きな い。

[0023] 本 発 明 の塗装 鋼 板 の化成 処理 皮膜 は、 チ タ ンの フ ッ化物 お よび ジル コニ ゥ

厶 の フ ッ化物 を配 合 す る こ とに よ り自己修 復 性 を付 与 し、 チ タ ンの酸 化物 ま

た は水酸 化物 とジル コニ ゥ厶 の酸 化物 また は水酸 化物 とを配 合 す る こ とに よ

りバ リア性 、 塗膜 密着 性 お よび塗膜 緻 密性 を向上 させ た。 した が って、 本 発

明 の塗装 鋼 板 の化成 処理 皮膜 は、 優 れ た耐食 性 、 耐 水 （湿 ）性 お よび耐 アル

力 リ性 を発揮 す る こ とが で きる。



[0024] 化成処理皮膜の膜厚は、特に限定されないが、チタンおよびジルコニウム

の合計金属換算付着量が 3 ~ 1 0 O m g / m 2の範囲内となるように調整する

ことが好ましい。合計金属換算付着量が 3 m g / m 2未満の場合、耐食性、耐

水 （湿）性および耐アルカリ性を十分に付与することができない。一方、合

計金属換算付着量が 1 O O m g / m 2超の場合、塗膜の加工性が低下 して しま

うおそれがある。チタンおよびジルコニウムの合計金属換算付着量は、 I C

P分析などにより測定することができる。

[0025] 酸化物および水酸化物 （チタンの酸化物および水酸化物ならびにジルコ二

ゥ厶の酸化物および水酸化物の合計含有量）に対するフッ化物 （チタンのフ

ッ化物およびジルコニウムのフッ化物の合計含有量）のモル比は、 0 . 2 ~ 3

の範囲内が好ましい。モル比が 0 . 2 未満の場合、自己修復性を十分に付与で

きないため、傷が付いた箇所の耐食性が低下 して しまうおそれがある。一方

、 モル比が 3 超の場合、可溶成分が多くなるため、耐水性および耐アル カ リ

性が低下 して しまうおそれがある。

[0026] チタンの酸化物および水酸化物の合計に対する、ジルコニウムの酸化物お

よび水酸化物の合計のモル比は、 0 . 4 ~ 2 の範囲内が好ましい。モル比が 0

. 4 未満の場合、ジルコニウムの酸化物および水酸化物による塗膜の架橋効果

および塗膜密着性の向上効果を十分に発揮させることができないため、耐食

性、耐水 （湿）性および耐アルカリ性が低下 して しまうおそれがある。一方

、 モル比が 2 超の場合、チタンの酸化物および水酸化物によるバ リア効果を

十分に発揮させることができないため、耐食性、耐水 （湿）性および耐アル

力リ性が低下 して しまうおそれがある。

[0027] 化成処理皮膜は、その他の任意の成分を含んでいてもよい。たとえば、化

成処理皮膜は、プライマ一塗膜との密着性をより向上させるために、ポリフ

エノ一ルなどの有機樹脂を含んでいてもよい。また、化成処理皮膜は、バ リ

ァ性向上のため、 S ί やA し M g などの酸化物や、金属化合物を含んでい

てもよい。さらに、化成処理皮膜は、自己修復性をより向上させるため、可

溶性のリン酸塩や酸化性を有するM o やV などの酸素酸塩を含んでいてもよ



し、。酸化性を有する硝酸や前記酸素酸塩は、チタンやジルコニウムの酸化物

の無機高分子化を促進するとともに、化成処理液を塗布 した際にフッ化物の

解離を促進する。 したがって、これらの酸化性化合物を配合することで化成

処理皮膜のフッ化物と酸化物および水酸化物との割合を制御することができ

る。

[0028] 化成処理皮膜は、公知の方法で形成されうる。たとえば、チタンのフッ化

物塩やジル コニウムのフッ化物塩などを含む化成処理液を口一ル コ一 卜法、

スピンコー ト法、スプレー法などの方法で塗装原板の表面に塗布 し、水洗せ

ずに乾燥させればよい。乾燥温度および乾燥時間は、水分を蒸発させること

ができれば特に限定されない。生産性の観点からは、乾燥温度は、到達板温

で 6 0 ~ 1 5 0 °Cの範囲内が好ましく、乾燥時間は、 2 ~ 1 0 秒の範囲内が

好ましい。また、化成処理液中においてチタン塩およびジルコニウム塩が安

定して存在できるように、キレ一 卜作用のある有機酸を化成処理液に添加 し

てもよい。有機酸の例には、タンニン酸、酒石酸、クェン酸、シユウ酸、マ

口ン酸、乳酸および酢酸が含まれる。

[0029] [ プライマ一塗膜]

プライマ一塗膜は、有機樹脂をべ一スとして、 リン酸マグネシウムおよび

リン酸ジルコニウムからなる群から選択される 1種類または 2 種類の防錡顔

料 （顔料 A ) と、硫酸バリウム （顔料 B ) とを含む。

[0030] プライマ一塗膜のベ一スとなる有機樹脂は、特に限定されないが、耐熱性

を付与する観点から、ポリエーテルスルホン樹脂、ポリフエニルスルホン樹

月旨、ポリイミド樹脂およびポリアミドイミド樹脂からなる群から選択される

1 または 2 以上の耐熱性樹脂が好ましい。

[0031 ] 防錡顔料 （顔料 A ) としては、 リン酸マグネシウム、 リン酸ジルコニウム

またはこれらの組み合わせが使用される。後述するように、プライマ一塗膜

には、防錡顔料の溶出抑制のために硫酸バリウムが配合されるが、 リン酸マ

グネシゥ厶およびリン酸ジルコニウムは、硫酸バリゥ厶により溶出を抑制さ

れうる。一方、硫酸バリウムは、その他の防錡顔料 （カルシウム系、ケィ酸



系、 リン酸亜鉛など）に対 してはほとんど溶出を抑制できない。

[0032] リン酸マグネシウムおよび リン酸ジルコニウム （顔料A ) の含有量は、ベ

—スとなる有機樹脂 1 0 0 質量部に対 して 2 0 ~ 1 0 0 質量部の範囲内が好

ましい。含有量が 2 0 質量部未満の場合、耐食性を十分に発揮させることが

できない。一方、含有量が 1 0 0 質量部超の場合、防錡顔料の溶出量が多く

なり、耐水性および耐ァルカリ性が低下 して しまうおそれがある。

[0033] 硫酸バ リウム （顔料 B ) は、アルカリ雰囲気におけるリン酸マグネシウム

および リン酸ジルコニウム （顔料A ) の過剰な溶出を抑制する。この抑制は

、溶出したリン酸イオンとバ リウムイオンが反応 し、再析出するためと推察

される。これにより、 リン酸マグネシウムおよび リン酸ジルコニゥ厶の溶出

量が低減 し、耐透水性および耐ィ才ン透過性を維持することができるため、

耐水性および耐アル力リ性を付与することができる。

[0034] 硫酸バ リウムの含有量は、ベ一スとなる有機樹脂 1 0 0 質量部に対 して 2

0 0 0 質量部の範囲内が好ましい。含有量が 2 0 質量部未満の場合、 リ

ン酸マグネシゥ厶および リン酸ジルコニゥ厶の溶出を十分に抑制することが

できない。一方、含有量が 1 0 0 質量部超の場合、プライマ一塗膜が多孔質

状になり、耐水性が低下 して しまうおそれがある。

[0035] リン酸マグネシウムおよび リン酸ジルコニウム （顔料A ) ならびに硫酸バ

リウ厶 （顔料 B ) の合計含有量は、有機樹脂 1 0 0 質量部に対 して4 0 ~ 1

6 0 質量部の範囲内が好ましい。合計含有量が4 0 質量部未満の場合、耐食

性を十分に発揮させることができない。一方、合計含有量が 1 6 0 質量部超

の場合、プライマ一塗膜が多孔質状になり、耐水性が低下 して しまうおそれ

がある。

[0036] リン酸系防錡顔料 （顔料A ) に対する硫酸バ リウム （顔料 B ) の質量比は

、 0 . 5 1 . 6 の範囲内が好ましい。質量比が 0 . 5 未満の場合、 リン酸マグ

ネシゥ厶および リン酸ジルコニゥ厶の溶出を十分に抑制することができない

。一方、質量比が 1 . 6 超の場合、 リン酸マグネシウムおよび リン酸ジルコ二

ゥ厶の溶出を過剰に抑制するため、耐食性が低下 して しまうおそれがある。



[0037] プライマ一塗膜は、透明でもよいが、任意の着色顔料を加えて着色されて

いてもよい。着色顔料の例には、酸化チタン、力一ポンプラック、酸化クロ

厶、酸化鉄などが含まれる。また、プライマ一塗膜には、鱗片状無機質添加

材ゃ無機質繊維などを加えて塗膜硬度および耐摩耗性を向上させてもよい。

鱗片状無機質添加材の例には、ガラスフレーク、グラフアイ トフレーク、合

成マイカフレーク、合成アルミナフレーク、シリカフレークなどが含まれる

。また、無機質繊維の例には、チタン酸カリウム繊維、ウォラスナイ ト繊維

、炭化ケィ素繊維、アルミナ繊維、アルミナシリケ一 卜繊維、シリカ繊維、

ロックウール、スラグウール、ガラス繊維、炭素繊維などが含まれる。

[0038] プライマ一塗膜の膜厚は、特に限定されないが、 0 . 5 ~ 3 0 mの範囲内

が好ましい。膜厚が 0 . 5 m未満の場合、耐食性および塗膜密着性の効果が

十分に得 られない可能性がある。また、プライマ一塗膜が着色塗膜の場合は

、塗装原板を隠蔽するために3 m以上の膜厚が好ましい。一方、膜厚が 3

O m超の場合、塗膜表面が柚子肌状になって外観が劣化するとともに、焼

き付けする際にヮキが発生 しやすくなる。

[0039] プライマ一塗膜は、公知の方法で形成されうる。たとえば、有機樹脂や、

リン酸マグネシゥ厶またはリン酸ジルコニゥ厶 （顔料A ) 、硫酸ノく' リウ厶 （

顔料 B ) などを含むプライマー塗料を化成処理鋼板の表面に塗布 し、焼き付

ければよい。プライマ一塗料の塗布方法は、特に限定されず、プレコ一 卜鋼

板の製造に使用されている方法から適宜選択すればよい。そのような塗布方

法の例には、口一ルコ一 卜法、フローコ一 卜法、力一テンフロー法、スプレ

—法などが含まれる。また、乾燥温度は、到達板温で 2 0 0 °C ~ 4 0 0 °Cの

範囲内が好ましく、乾燥時間は、 2 0 ~ 1 8 0 秒の範囲内が好ましい。特に

、有機樹脂として、ポリエーテルスルホン樹脂、ポリフエニルスルホン樹脂

、ポリィミ ド樹脂およびポリアミ ドィミ ド樹脂からなる群から選択される 1

または 2 以上の耐熱性樹脂を用いる場合は、乾燥温度は、到達板温で 3 0 0

°C ~ 4 0 0 °Cの範囲内がより好ましく、乾燥時間は、 3 0 ~ 1 8 0 秒の範囲

内がより好ましい。この範囲で乾燥させると、ベース樹脂が十分に硬化する



ため、特性を発揮させやすい。

[0040] [ 卜ップ塗膜 ]

トップ塗膜は、特に限定されないが、耐熱性および易洗浄性 （非粘着性）

の観点から、耐熱性樹脂をベースとしてフッ素樹脂を含有する塗膜が好まし

い。

[0041 ] トップ塗膜に含まれる耐熱性樹脂は、プライマー塗膜に含まれる耐熱性樹

脂 と同一であってもよい し、異なるものであってもよい。たとえば、 トップ

塗膜に含まれる耐熱性樹脂は、ポ リェ一テルスルホン樹脂、ポ リフエニルス

ルホン樹脂、ポ リイミ ド樹脂、ポ リアミ ドイミ ド樹脂またはこれ らの組み合

わせである。

[0042] フッ素樹脂 としては、耐熱性および易洗浄性を付与する観点から融点が 2

7 0 °C以上の熱溶融性フッ素樹脂が好ましい。そのようなフッ素樹脂の例に

は、 テ トラフル才 ロエチ レン、へ キサ フル才 ロエチ レン、パ 一 フル才 ロアル

キル ビニルエーテル、クロ口 トリフル才ロエチ レンなどの重合体または共重

合体が含まれる。 これ らの中では、易洗浄性の持続性および耐熱性の観点か

ら、テ トラフル才ロエチ レン パ一フル才ロアルキル ビニルエーテル共重合

体が特に好ましい。

[0043] フッ素樹脂の含有量は、耐熱性樹脂 1 0 0 質量部に対 し1 0 ~ 2 0 0 質量

部の範囲内が好ましい。含有量が 1 0 質量部未満の場合、易洗浄性を十分に

発揮させることができない。一方、含有量が 2 0 0 質量部超の場合、プライ

マ一塗膜に対する 卜ップ塗膜の密着性が低下 しゃすい。

[0044] トップ塗膜は、透明でもよいが、任意の着色顔料を加えて着色されていて

もよい。着色顔料の例には、酸化チタン、力一ポンプラック、酸化クロム、

酸化鉄などが含まれる。

[0045] トップ塗膜には、着色顔料として濃色系 （黒色系）近赤外線反射顔料を配

合 してもよい。たとえば、本発明の塗装鋼板をオープンレンジの庫内材に適

用する場合、オープンレンジの庫内材としては、意匠性の観点から濃色系の

色調が好まれることが多い。 しか し、オープンレンジの庫内材に濃色系の色



調の トップ塗膜が形成されている場合、オープンの加熱時に放射される赤外

線が 卜ップ塗膜に吸収されてしまうため、加熱効率の低下および消費電力の

増加に繋がる。このように本発明の塗装鋼板をオープンレンジの庫内材など

に適用する場合は、濃色系の色調を維持 しつつ加熱効率を向上させる観点か

ら、4 0 0 ~ 7 5 0 n mの波長域 （可視光）における平均反射率が 1 0 %以

下であり、かつ7 5 0 ~ 2 5 0 0 n mの波長域 （近赤外線）における平均反

射率が2 0 %以上の濃色系 （黒色系）熱反射顔料を トップ塗膜に配合するこ

とが好ましい。濃色系 （黒色系）近赤外線反射顔料の例には、 F e 2 0 3、C

r 2 0 3、C o 0 またはこれらの組み合わせを含有する焼成顔料が含まれる。

濃色系 （黒色系）近赤外線反射顔料の含有量は、有機樹脂に対 して5 ~ 3 5

質量部の範囲内が好ましい。含有量が5 質量部未満の場合、濃い色調を付与

することができない。一方、含有量が3 5 質量部超の場合、塗膜の凝集力が

低下し、加工性が劣るおそれがある。

[0046] また、 トップ塗膜には、鱗片状無機質添加材ゃ無機質繊維などを加えて塗

膜硬度および耐摩耗性を向上させてもよい。鱗片状無機質添加材の例には、

ガラスフレーク、グラフアイ トフレーク、合成マイカフレーク、合成アルミ

ナフレーク、シリカフレークなどが含まれる。また、無機質繊維の例には、

チタン酸カリウム繊維、ウォラスナイ ト繊維、炭化ケィ素繊維、アルミナ繊

維、アルミナシリケ一 卜繊維、シリカ繊維、ロックウール、スラグウール、

ガラス繊維、炭素繊維などが含まれる。

[0047] トップ塗膜の膜厚は、特に限定されないが、 5 ~ 4 0 mの範囲内が好ま

しい。膜厚が5 m未満の場合、易洗浄性を十分に持続させることができな

し、。一方、膜厚が4 0 m超の場合、塗膜表面が柚子肌状になって外観が劣

化するとともに、焼き付けする際にヮキが発生しやすくなる。加工性の観点

からは、 トップ塗膜の膜厚は、 5 ~ 2 0 mの範囲内が好ましい。

[0048] トップ塗膜は、公知の方法で形成されうる。たとえば、有機樹脂や、フッ

素樹脂 （粒子状が好ましい）、着色顔料などを含む トップ塗料をプライマ一

塗布鋼板の表面に塗布 し、焼き付ければよい。 トップ塗料の塗布方法は、特



に限定されず、 プレコ一 卜鋼板の製造に使用されている方法か ら適宜選択す

ればよい。そのような塗布方法の例 には、 口一ル コ一 卜法、 フローコ一 卜法

、 力一テ ンフロー法、スプレー法などが含 まれる。 また、乾燥温度は、到達

板温で 2 0 0 °C ~ 4 5 0 °Cの範囲内が好ま しく、乾燥時間は、 2 0 ~ 1 8 0

秒の範囲内が好ま しい。特 に、耐熱性樹脂 と して、ポ リエーテルスルホン樹

月旨、ポ リフエニルスルホン樹脂、ポ リイミ ド樹脂、ポ リアミ ドイミ ド樹脂 ま

たはこれ らの組み合わせを用いる場合は、乾燥温度は、到達板温で 3 0 0 °C

~ 4 0 0 °Cの範囲内がより好ま しく、乾燥時間は、 3 0 ~ 1 8 0 秒の範囲内

がより好ま しい。 この範囲で乾燥 させると、ベース樹脂が十分に硬化するた

め、特性 を発揮 させやすい。 また、 トップ塗料が熱溶融性 フッ素樹脂 を含む

場合は、乾燥温度は、到達板温で 3 5 0 °C ~ 4 5 0 °Cの範囲内がより好ま し

く、乾燥時間は、 6 0 ~ 1 8 0 秒の範囲内がより好ま しい。 この範囲で乾燥

させると、十分な量のフッ素樹脂 を トップ塗膜の表面に移動させて、優れた

易洗浄性 （非粘着性）を発揮 させることができる。

[0049] 以上のように、本発明の塗装鋼板では、 プライマ一塗膜 に硫酸バ リウムを

含 ませることで、 プライマ一塗膜か らの防錡顔料の過度の流出によるプライ

マ一塗膜の多孔質化を抑制 し、耐透水性および耐イオ ン透過性 を向上させて

いる。 また、本発明の塗装鋼板では、化成処理皮膜 に所定のチタン化合物お

よびジル コニゥ厶化合物 を含 ませることで、化成処理皮膜のバ リァ性および

自己修復性 を向上させている。本発明の塗装鋼板は、耐水 （湿）性、耐アル

力 リ性および耐食性 に優れてお り、強アル力 リ性の腐食環境下においても耐

食性 を維持することができる。

[0050] 以下、本発明を実施例 を参照 して詳細に説明するが、本発明はこれ らの実

施例 により限定されない。

実施例

[0051 ] [ 実施例 1 ]

. 塗装鋼板の作製

塗装原板 と して、板厚 0 . 5 m m、片面め つき付着量 4 0 g m 2 の溶融 A



- 9 S i め っき鋼板 を準備 した。塗装原板の表面 に、表 1 に示す組成の化

成処理液 （実施例 ：N o . 1 _ 1 ~ N o . 1 _ 7 、比較例 ：N o . 1 _ 8 ~ N o

. 1 - 0 ) を所定付着量 になるようにバーコ一ターで塗布 し、到達板温 1 0

0 °C で 1 0 秒 間乾燥 させて、表 2 に示す化成処理鋼板 （実施例 ：N o . 2 _ 1

~ N o . 2 - 1 、比較例 ：N o . 2 — 1 ~ N o . 2 - 5 ) を作製 した。各

化成処理鋼板の表面 におけるフッ化物 と酸化物 および水酸化物 とのモル比は

、 X 線光電子分光法 （X P S ；E S C A ) で測定 した。具体的には、 T i お

よび Z r の ピークをX — F 、 X — 0 および X — 0 H ( X ：T i , Z r ) に波

形分離 した後、各成分 を定量化 して、比率 を特定 した。 ここで測定されたフ

ッ化物の量は、化成処理皮膜 に含 まれるチタンのフッ化物 およびジル コニゥ

厶のフッ化物の合計含有量 に相 当する。同様 に、測定された酸化物 および水

酸化物の量は、化成処理皮膜 に含 まれるチタンの酸化物 および水酸化物な ら

びにジル コニゥ厶の酸化物 および水酸化物の合計含有量 に相 当する。チタン

とジル コニウムのモル比は、チタンの酸化物 および水酸化物 と、 ジル コニゥ

厶の酸化物 および水酸化物 とのモル比 に相 当する。





ほ 2 ]

化成処理鋼板 （N o . 2 — 1 N o . 2 — 1 5 ) の表面 に、表 3 に示すフラ

ィ 塗料 （実施例 ：N o . 3 _ 1 ~ N o . 3 _ 6 、比較例 ：N o . 3 _ 7 ~ N

o . 3 _ 1 4 ) を所定膜厚 になるようにバ 一ターで塗布 し、到達板温 2 2

C で 3 0 秒 間 （N o . 3 _ 1 の塗料） または到達板温 3 2 0 °C で 6 0 秒 間 （

N o . 3 - 2 ~ 4 の塗料）焼 き付 けて、 プライ 塗布鋼板 を作製 した。次



いで、プライマ一塗布鋼板の表面に、表 4 に示す トップ塗料 （N o . 4 _ 1 ~

N o . 4 - 4 ) を所定膜厚になるようにバーコ一ターで塗布 し、到達板温 3 8

0 °Cで 6 0 秒間焼き付けて、表 5 に示す塗装鋼板 （実施例 ：N o . 5 _ 1 ~ N

o . 5 _ 2 3 、比較例 ：N o . 5 _ 2 4 ~ N o . 5 _ 4 0 ) を作製 した。

[0054] プライマ一塗料および トップ塗料について、ポリエステルをべ一スとする

場合は、フレキコ一 卜5 0 0 0 ( 日本ファインコーティングス株式会社）を

用いた。また、ポリアミ ドイミ ドをべ一スとする場合は、 卜一ロン 4 0 0 0

T F (ソルべィア ドバンス 卜ポリマ一ズ株式会社）を混合溶剤 （N _ メチル

_ 2 _ ピロリドン、メチルイソプチルケ トン、キシレン）に加え、ボ一ルミ

ルを用いて溶解および分散させたものを用いた。また、ポリエーテルスルホ

ンをベースとする場合は、 P E S 5 0 0 3 P (住友化学工業株式会社）を前

記混合溶剤に加え、ボールミルを用いて溶解および分散させたものを用いた

。また、ポリフエニルスルホンをべ一スとする場合は、 レーデル R —5 0 0

0 ( ソルべィア ドバ ンス 卜ポリマーズ株式会社）を前記混合溶剤に加え、ボ

—ルミルを用いて溶解および分散させたものを用いた。

[0055] パ一フル才ロアルキルビニルエーテル重合体としては、ネオフロンA P (

ダイキン工業株式会社）を用いた。へキサフル才ロエチレン重合体としては

、ポリフロンM (ダイキン工業株式会社）を用いた。テ トラフル才ロェチレ

ン重合体としては、ネオフロンN P (ダイキン工業株式会社）を用いた。

[0056]
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[ 表 5 ]

2 . 加工密着性試験

各塗装鋼板か ら試験 片 （5 0 m m X 5 0 m m ) を切 り出 し、加工密着性試

験 を実施 した。各試験 片について 1 8 0 度密着折 り曲げ加工 （内 R ： m m

) を行 った。各試験 片の曲げ加工部 にセ ロ ハ ン テ ープを貼 り付 けた後、曲げ



稜線に対 して垂直にテープを剥がして、塗膜の残存率を測定 し、加工密着性

を評価 した。塗膜の残存率が、 1 0 0 %の場合を 「◎ 」、 9 0 %以上 1 0 0

%未満の場合を 「〇」、 8 0 %以上 9 0 %未満の場合を 「△ 」、 5 0 %以上

8 0 %未満の場合を 「▲ 」、 5 0 %未満の場合を 「X 」と評価 した。

[0058] 3 . 耐水性試験

各塗装鋼板から試験片 （5 0 m m X 5 0 m m ) を切 り出し、耐水性試験を

実施 した。各試験片を9 5 °C以上の熱水に 1 2 0 時間浸潰 した後、 1 m m角

の正方形が 1 0 0 個できるように塗膜に格子状の切り込みを入れた。各試験

片の塗膜に切り込みを入れた部分にセロハンテープを貼り付けた後、試験片

表面に対 して垂直にテープを剥がして、塗膜の残存率を測定 し、耐水性を評

価 した。塗膜の残存率が、 1 0 0 %の場合を 「◎ 」、 9 0 %以上 1 0 0 %未

満の場合を 「〇」、 8 0 %以上 9 0 %未満の場合を 「△ 」、 5 0 %以上 8 0

%未満の場合を 「▲ 」、 5 0 %未満の場合を 「X 」と評価 した。

[0059] 4 . 耐アルカリ性試験

各塗装鋼板から試験片 （5 0 m m X 5 0 m m ) を切 り出し、耐水性試験を

実施 した。各試験片を9 5 °C以上のN a O H水溶液 （p H 1 4 ) に浸潰 し、

塗膜フクレが発生する時間を測定 し、耐アルカリ性を評価 した。塗膜フクレ

が発生する時間が、 1 2 0 時間以上の場合を 「◎ 」、 8 0 時間以上 1 2 0 時

間未満の場合を 「〇」、 2 4 時間以上 8 0 時間未満の場合を 「△ 」、 2 時間

以上 2 4 時間未満の場合を 「▲ 」、 2 時間未満の場合を 「X 」と評価 した。

[0060] 5 . 耐食性試験

各塗装鋼板から試験片 （1 5 0 m m X 7 0 m m) を切り出し、耐食性試験

を実施 した。各試験片の上下端部をポリエステルテープでシール し、中央部

にクロスカツ卜を入れた後、塩水嘖霧試験 （5 % N a C し 3 5 °C、 5 0 0

時間）を行った。試験後、各試験片の左右の端部の最大フクレ片幅およびク

ロスカット部の最大フクレ片幅を測定 し、耐食性を評価 した。最大フクレ片

幅が、 0 . 5 m m未満の場合を 「◎ 」、 0 . 5 m m以上 1 m m未満の場合を 「

〇」、 1 m m以上 2 m m未満の場合を 「△ 」、 2 m m以上 3 m m未満の場合



を 「▲ 」、 3 m m 以上の場合 を 「X 」 と評価 した。

6 . 分析結果

表 6 は、各塗装鋼板の分析結果 を示す表である。各塗装鋼板 について、加

ェ密着性試験、耐水性試験、耐 アル カ リ性試験、耐食性試験の評価結果の う

ち最 も低 い評価 を、 その塗装鋼板の 「総合評価」 と した。



[表6]

[0063] 表 6 に示されるように、本発明の塗装鋼板 （塗装鋼板 N o . 5 _ 1 ~ N o .

5 - 2 3 ) は、加工部密着性、耐水性、耐アルカリ性および耐食性のすべて

において良好な結果を示 した。

[0064] これに対 し、化成処理皮膜にチタンの酸化物および水酸化物が含まれてい



ないN o . 5 _ 3 5 の塗装鋼板は、クロスカツ卜部の耐食性が劣つていた。こ

れは、チタンの酸化物および水酸化物によるバ リア効果を発揮させることが

できなかったためと考えられる。一方、化成処理皮膜にジルコニウムの酸化

物および水酸化物が含まれていないN o . 5 _ 3 4 の塗装鋼板は、端面部の耐

食性が劣っていた。これは、ジルコニウムの酸化物および水酸化物による塗

膜の架橋効果および塗膜密着性の向上効果を発揮させることができなかった

ためと考えられる。また、化成処理皮膜にチタンのフッ化物およびジルコ二

ゥ厶のフッ化物が含まれていないN o . 5 - 3 7 および N o . 5 - 3 8 の塗装

鋼板は、クロスカット部の耐食性が劣っていた。これは、フッ素イオンによ

る自己修復効果を発揮させることができなかったためと考えられる。

[0065] また、プライマ一塗膜におけるリン酸ジルコニウムの含有量が少ないN o .

5 - 9 の塗装鋼板は、耐食性が劣つていた。これは、 リン酸ジルコニゥ厶

による耐食性を発揮させることができなかったためと考えられる。一方、 リ

ン酸ジルコニウムの含有量が多いN o . 5 - 2 7 の塗装鋼板は、耐アルカリ性

が劣っていた。これは、 リン酸ジルコニウムの溶出量が多く、プライマ一塗

膜が多孔質状になったためと考えられる。また、 リン酸マグネシウムおよび

リン酸ジルコニウムの代わりにリン酸亜鉛が配合されているN o . 5 _ 3 0 の

塗装鋼板は、耐アルカリ性が劣っていた。これは、 リン酸亜鉛の溶出を抑制

できず、プライマ一塗膜が多孔質状になったためと考えられる。

[0066] また、プライマ一塗膜における硫酸バ リゥ厶の含有量が少ないN o . 5 - 2

8 の塗装鋼板は、耐アルカリ性が劣っていた。同様に、プライマ一塗膜に硫

酸バ リゥ厶が配合されていないN o . 5 - 3 の塗装鋼板は、耐ァルカリ性が

劣っていた。これは、 リン酸マグネシウムおよび リン酸ジルコニウムの溶出

を十分に抑制できず、プライマ一塗膜が多孔質状になったためと考えられる

。一方、硫酸バ リゥ厶の含有量が多いN o . 5 _ 2 6 の塗装鋼板は、耐水性が

劣っていた。これは、過剰量の硫酸バ リウムにより、プライマ一塗膜が多孔

質状になったためと考えられる。

[0067] また、プライマ一塗膜における顔料A および顔料 B の合計含有量が少ない



N o . 5 _ 2 4 の塗装鋼板は、耐食性が劣 っていた。 これは、有機樹脂 に対す

る顔料の割合が小さ く、十分に耐食性 を付与できなかったため と考 え られる

。一方、 プライマ一塗膜 における顔料 A および顔料 B の合計含有量が多い N

o . 5 _ 2 5 、 N o . 5 — 3 6 および N o . 5 — 3 9 の塗装鋼板は、耐水性が劣

つていた。 これは、過剰量の顔料により、 プライマ一塗膜が多孔質状 になつ

たため と考 え られる。

[0068] また、化成処理皮膜が形成 されていない N o . 5 _ 4 0 の塗装鋼板は、加工

部密着性、耐水性、耐アルカ リ性および耐食性のすべてにおいて劣 っていた

。同様 に、 プライマ一塗膜が形成 されていない N o . 5 _ 3 2 の塗装鋼板は、

加工部密着性、耐水性、耐アルカ リ性および耐食性のすべてにおいて劣 って

いた。 また、 卜ップ塗膜が形成 されていない N o . 5 _ 3 3 の塗装鋼板では、

耐食性が劣 っていた。

[0069] 以上の結果か ら、本発明の塗装鋼板は、耐食性、耐水性および耐アルカ リ

性 に優れていることがわかる。

[0070] [ 実施例 2 ]

実施例 2 では、塗装原板のめ っき層を焼鈍することで、塗装鋼板の加工部

耐食性 も向上させ うることを示す。

[0071 ] . 塗装鋼板の作製

塗装原板 と して、以下の 2 種類の溶融 A I - 9 S ί め っき鋼板 を準備 した

。塗装原板 Α と塗装原板 Β とは、め っき層を形成 した後 に焼鈍処理 を行 った

かどうかという点のみ異なる。

[塗装原板 A ]

溶融 A I - 9 S i め っき鋼板 （板厚 0 . 5 m m、片面め つき付着量 4 0 g

/ m 2 )

め っき層を形成 した後 に焼鈍処理無 し

[塗装原板 B ]

溶融 A I - 9 S i め っき鋼板 （板厚 0 . 5 m m、片面め つき付着量 4 0 g



めっき層を形成 した後に焼鈍処理有り （4 2 0 °Cで 3 0 時間加熱）

[0072] 塗装原板A および塗装原板 B を用いて、実施例 1 のN o . 5 _ 3 の塗装鋼板

と同様の条件で塗装鋼板 （実施例 ：N o . 7 _ 1 ~ 7 _ 2 ) を作製 した。塗装

原板A を用いたN o . 7 _ 1 の塗装鋼板は、実施例 1 のN o . 5 _ 3 の塗装鋼

板と同じものである。

[0073] 具体的には、塗装原板の表面に、表 1 に示すN o . - の化成処理液を、

T i 付着量が 1 . 2 m g / m 2、 Z r 付着量が 2 . 3 m g / m 2になるようにバ

— コ 一ターで塗布 し、到達板温 1 0 0 °Cで 1 0 秒間乾燥させて、化成処理皮

膜を形成 した。次いで、化成処理鋼板の表面に、表 3 に示すN o . 3 _ 3 のプ

ライマ一塗料を膜厚 4 mになるようにバーコ一ターで塗布 し、到達板温 3

2 0 °Cで 6 0 秒間焼き付けて、プライマ 一 塗膜を形成 した。次いで、プライ

マ 一 塗布鋼板の表面に、表 4 に示すN o . 4 _ 1 の トツプ塗料を膜厚 1 0 バm

になるようにバー コ 一ターで塗布 し、到達板温 3 8 0 °Cで 6 0 秒間焼き付け

て、表 7 に示す塗装鋼板 （実施例 ：N o . 7 _ 1 ~ 7 _ 2 ) を作製 した。

[0074] [表7]

[0075] 2 . 加工部耐食性試験

各塗装鋼板から試験片を切り出し、加工部耐食性試験を実施 した。 1 8 0

度密着折り曲げ加工を行った後、各試験片の端面をシール した。加工後の各

試験片について、 J I S K 2 2 4 6 に準拠 して 7 0 °Cで 2 0 0 時間湿潤試験

を行った。試験後、各試験片の表面に赤錡が発生 しているか否かを観察 して

、加工部耐食性を評価 した。

[0076] 図 1 は、湿潤試験を行った後の塗装鋼板の加工部の写真である。図 1 A は

、 N o . 7 - の塗装鋼板 （塗装原板A ；焼鈍処理無 し）の加工部の写真であ

り、図 1 B は、 N o . 7 _ 2 の塗装鋼板 （塗装原板 B ；焼鈍処理有り）の加工



部の写真である。

[0077] 図 1 A に示されるように、めっき層を焼鈍 していない塗装原板 A を使用 し

た N o . 7 _ 1 の塗装鋼板では、加工部において赤錡が発生 していた。 これは

、加工時にめっき層などにクラックが発生 して、下地鋼が露出 したためと考

えられる。一方、図 1 B に示されるように、めっき層を焼鈍 した塗装原板 B

を使用 した N o . 7 — 2 の塗装鋼板では、赤錡が全 く発生 しなかった。 これは

、めっき層を焼鈍 して軟質化することで、加工時にめっき層にクラックが発

生するのが抑制されたためと考えられる。

[0078] 以上の結果か ら、本発明の塗装鋼板は、めっき層を焼鈍 した塗装原板を使

用することで、加工部耐食性も向上させうることがわかる。

[0079] [ 実施例 3 ]

実施例 3 では、 トップ塗膜に近赤外線反射顔料を配合することで、塗装鋼

板の熱反射特性も向上させうることを示す。

[0080] . 塗装鋼板の作製

塗装原板 として、板厚 0 . 5 m m、片面めつき付着量 4 0 g m 2 の溶融 A

I - 9 S i め っき鋼板を準備 した。

[0081 ] 表 4 に示す N o . 4 _ 1 の トップ塗料の代わ りに、表 8 に示す N o . 8 — 1

または N o . 8 — 2 の トップ塗料を使用する点を除いては、実施例 1 の N o .

5 _ 3 の塗装鋼板 と同様の条件で塗装鋼板 （実施例 ：N o . 9 _ 1 ~ 9 _ 2 )

を作製 した。 N o . 4 _ 1 の トツプ塗料 とN o . 8 _ 1 ~ 8 _ 2 の トツプ塗料

とは、黒色顔料を配合 しているか否かが異なる。 また、 N o . 8 — 1 の トップ

塗料 とN o . 8 _ 2 の トップ塗料 とは、配合されている黒色顔料が近赤外線反

射性 （熱反射性）の黒色顔料であるか否かが異なる。

[0082]
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—コ一ターで塗布し、到達板温 1 0 0 °Cで 1 0 秒間乾燥させて、化成処理皮

膜を形成 した。次いで、化成処理鋼板の表面に、表 3 に示すN o . 3 _ 3 のプ

ライマ一塗料を膜厚4 になるようにバーコ一ターで塗布し、到達板温3

2 0 °Cで6 0 秒間焼き付けて、プライマ一塗膜を形成 した。次いで、プライ

マ一塗布鋼板の表面に、表 8 に示すN o . 8 - またはN o . 8 _ 2 の トップ

塗料を膜厚 1 O mになるようにバーコ一ターで塗布し、到達板温3 8 0 °C

で6 0 秒間焼き付けて、表 9 に示す塗装鋼板 （実施例 ：N o . 9 _ 1 ~ 9 _ 2

) を作製 した。

[0084] [表9]

[0085] N o . 8 _ 1 の トツプ塗料に配合した鉄 クロム系近赤外線反射顔料として

は、4 2 —7 0 6 A (東罐マテリアル テクノロジ一株式会社）を使用した

。 N o . 8 —2 の トップ塗料に配合した力一ポンプラック顔料としては、M A

- 0 0 (三菱力一ボン株式会社）を使用した。

[0086] 2 . 熱反射性試験

各塗装鋼板 （N o . 9 _ 1 ~ 9 _ 2 ) について、熱反射性試験を実施 した。

N o . 9 - またはN o . 9 —2 の塗装鋼板を壁面材として用いて加熱室 （幅

3 4 c m X 奥行3 6 c m X 高さ2 3 c m ) を作製 し、加熱室内にはガラスセ

ラミツクプレ一 卜を設置した。ガラスセラミツクプレ一 卜を用いて加熱室内

を赤外線加熱し、加熱室の壁面の温度を経時的に測定した。表 1 0 に、加熱

室の天井面温度の測定結果を示す。

[0087] [表10]

経過時間塗装鋼板No.
0秒 60秒 180秒 300秒

9-1 26. 1で 36.5 ： 59.3 で 78.4 °C
9-2 26. °C 58.5 94 .9 134.2 °C



[0088] 表 1 0 に示されるように、 トップ塗膜 に一般的な黒色系顔料 （力一ポンプ

ラック）を配合 した N o . 9 — 2 の塗装鋼板では、加熱開始 してか ら3 分過 ぎ

には天井面の温度が 1 0 0 °C を超えて しまい、 5 分後 には 1 3 4 . 2 °C まで上

昇 していた。 これは、黒色系顔料が近赤外線 を吸収 して しまったため と考 え

られる。一方、 トップ塗膜 に黒色系近赤外線反射顔料を配合 した N o . 9 _ 1

の塗装鋼板では、 5 分経過 しても天井面の温度が 8 0 °C に達 してお らず、優

れた熱反射特性 を有 していた。天井面の温度の上昇速度 を比較すると、黒色

系近赤外線反射顔料を配合 した N o . 9 - の塗装鋼板の天井面の温度の上昇

速度は、一般的な黒色系顔料を配合 した N o . 9 _ 2 の塗装鋼板の天井面の温

度の上昇速度の約 5 0 % であった。

[0089] 以上の結果か ら、本発明の塗装鋼板は、 トップ塗膜 に近赤外線反射顔料を

配合することで、塗装鋼板の熱反射特性 も向上させ うることがわかる。

[0090] 本出願は、 2 0 1 0 年 6 月 3 0 日出願の特願 2 0 1 0 — 1 4 9 0 1 3 に基

づ く優先権 を主張する。当該出願明細書および図面に記載 された内容は、す

ベて本願明細書 に援用される。

産業上の利用可能性

[0091 ] 本発明の塗装鋼板は、耐熱性、耐食性、耐水性および耐アルカ リ性 に優れ

ているため、例えば水蒸気供給機能を有する過熱調理器の加熱室内の部材用

のプレコ一 卜鋼板 と して有用である。



請求の範囲

鋼板 と、前記鋼板の表面 に形成 された化成処理皮膜 と、前記化成処

理皮膜の表面 に形成 されたプライマ一塗膜 と、前記 プライマ一塗膜の

表面 に形成 された トップ塗膜 とを有する塗装鋼板であ って、

前記化成処理皮膜 は、チタンのフッ化物 またはジル コニウムのフッ

化物 と、チタンの酸化物 またはチタンの水酸化物 と、 ジル コニウムの

酸化物 またはジル コニゥ厶の水酸化物 とを含み、

前記 プライマ一塗膜 は、有機樹脂 と、 リン酸マグネシウムおよび リ

ン酸 ジル コニウムか らなる群か ら選択 される 1 種類 または 2 種類の化

合物か らなる顔料 A と、硫酸バ リゥ厶か らなる顔料 B とを含み、

前記 プライマー塗膜 における前記顔料 A の含有量および前記顔料 B

の含有量は、 それぞれ、前記有機樹脂 1 0 0 質量部 に対 して 2 0 ~ 1

0 0 質量部であ り、

前記 プライマー塗膜 における前記顔料 A および前記顔料 B の合計含

有量は、前記有機樹脂 1 0 0 質量部 に対 して 4 0 ~ 1 6 0 質量部であ

る、

塗装鋼板。

前記化成処理皮膜 における、前記チタンのフッ化物 および前記ジル

コニゥ厶のフッ化物の合計含有量 に対する、前記チタンの酸化物 およ

び水酸化物な らびに前記ジル コ二ゥ厶の酸化物 および水酸化物の合計

含有量のモル比は、 0 . 2 ~ 3 の範 囲内である、請求項 1 に記載の塗

装鋼板。

前記化成処理皮膜 における、前記チタンの酸化物 および水酸化物の

合計含有量 に対する、前記ジル コニゥ厶の酸化物 および水酸化物の合

計含有量のモル比は、 0 . 4 ~ 2 の範 囲内である、請求項 1 に記載の

塗装鋼板。

前記有機樹脂 は、ポ リエ一テルスルホ ン樹脂、ポ リフエニルスル フ

ィ ド樹脂、ポ リイミ ド樹脂 およびポ リアミ ドイミ ド樹脂か らなる群か



ら選択 される 1 種類 または 2 種類以上の樹脂 を含む、請求項 1 に記載

の塗装鋼板。
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